
1

資料３－１   

平成 24年 6月 4日

復興事業局南部宅地工事課

緑ヶ丘四丁目地区の被災宅地の復旧について

緑ヶ丘四丁目地区の被災宅地の復旧事業については、宅地保全審議会からの答申を

受け、これまで防災集団移転促進事業と現地再建事業との２事業について検討を進め

てきた。

このたび、測量や地質調査の結果を踏まえた復旧事業の区域区分案について、6 月

7 日開催予定の宅地保全審議会に諮りたい。

ならびに防集事業の支援内容の方向性について決定するもの。

１．復旧事業の区域区分案について

１）変状メカニズムについて

  ・当地区は、被災状況および地下水位の状況など踏まえると、５ブロックに区分さ

れる。（資料３－１別図①）

  ・このうち、Ｄブロックは、広範囲にわたり、盛土地盤が原形を留めない程、細分

化され、地下水位が全体的に高く、液状化に近い変形が複合的に生じている。

当地区でもっとも大きな変形が生じたブロックである。

・また、Ｂブロックは、全体的に地下水位が高く常時湿潤状態にあり、圧縮沈下と

ともに東側へのすべり変形が認められる。

・一方、Ａ、Ｃ、Ｅブロックは、当地区の縁辺部の切盛境界部にあり、地下水位が

低く比較的狭い範囲の変形で盛土地盤は原形を留め、小さい規模の変状となって

いる。

２）区域区分案について

・Ｄブロックは、広範囲にわたる被災状況、地下水位、土質状況から、また、Ｂブ

ロックは、現地再建の可能性について検討してきたが、技術専門委員会委員から、

「当地区は、地下水位が非常に高い地区であり、盛土内排水工が重要となるが、

Ｂブロックでの排水対策には限界があり、現地再建にはリスクがある。」との意

見を頂いたことから、現地再建は難しいと判断し、防集事業の対象区域とする。

・Ａ、Ｃ、Ｅブロックは、対策を講じれば、現地再建が可能と判断し、現地再建事

業の対象区域とする。
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２．対策工案の考え方について（資料３－１別図②）

１）現地再建事業区域（Ａ、Ｃ、Ｅブロック）

  ・地下水位が低く、変状規模が小さいため、対策工としては、抑止効果の高い、抑

止杭工、アンカー工の採用が考えられる。

２）防集事業区域（Ｂ、Ｄブロック）

  ・周辺地区への影響を考慮し、地すべり対策を講じる。

  ・面的に対応が可能で施工性の良い固結工※による抑止工を主体とし、暗渠工によ

る地下水低下工法を併用する。

  ※軟弱な地盤にセメント・生石灰などの固化材を混合あるいは注入して地盤強度

の増加を図る対策工。

３．防災集団移転促進事業における支援内容について（資料３－１別表①）

１）国の制度に定められている支援内容について

・国の制度に定められている支援については、建物移転料も含め適用するものとす

る。

２）独自支援制度について

・借地料の免除や単独移転に対する利子補給の遡及適用については、東部地区と同

様の措置を講ずることを基本とする。

  ・今後、個々の対象者の住宅再建手法を考慮した上で判断する。

４．公表等の予定

６月 ４日：震災復興推進本部会議

   ６月 ７日：技術専門委員会・宅地保全審議会

   ６月 ８日：記者発表

   ６月１０日：住民説明会

   ６月１４～１６日：個別相談会







防災集団移転促進区域における支援内容の一覧

支援内容

区 分 移転跡地
の買取り
（１）

建物移転
費用
（２）

引越し費用及
び従前建物の
取壊し費用

（３）

移転先の土地の借地料の免除
（４）

建設資金の借入に対す
る利子相当額の補助

（５）

復興公営住宅へ
の入居(※)

（６）

残存建物あり
○
時価

○
○

78万円上限

○独自支援
被災前後の土地価格の差額を
借地料に充当
市街化区域 １千万円上限

市街化調整区域 ８百万円上限

○
土地購入費＋住宅建築
費を借り入れる場合
708万円上限
住宅建築費のみを借り
入れる場合 444 万円
上限

○

集団移転

残存建物なし
○
同上

×
独自支援によ
り借地料とし
て助成

○
同上

○独自支援
被災前後の土地価格の差額＋
流失建物等の移転補償費相当
額の合計を借地料に充当
市街化区域 １千万円上限

市街化調整区域 ８百万円上限

○
同上

○

―
○
同上

○
○
同上

×

○
土地購入費＋住宅建築
費を借り入れる場合
650万円上限
（造成費を含む場合
58万円加算）

住宅建築費のみを借り
入れる場合 444 万円
上限

○

単独移転

遡 及 分
○
同上

×
○
同上

×
○独自支援
同上

○

    は，本市の独自支援を表す

特記なき場合は，国制度による支援を表す

※注） 移転者が自ら住宅を建築する場合の支援内容は，（１）～（５）のうち，該当する項目
復興公営住宅へ入居する場合の支援内容は，（１）～（３）のうち，該当する項目

資料３－１ 別表①


